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日本経済は、グローバル競争の中で、厳しい環境下に置かれている。したがって、
企業、行政には、成長を持続することが求められている。一方、人々は、利便性が
高く安心・安全な生活を過ごすことができる豊かな社会を求めている。このような
大きな課題を克服していくためには、企業の経営や公共の行政面で継続的に革新を
推し進め、着実に実行していくことが必要である。そのサポート役として「コンサ
ルティング」が重要な存在になっている。富士通グループ全体として、このコンサ
ルティングを強化するために、富士通総研（FRI）にコンサルティング機能を集約
するとともに、従来からの経済研究所、研究開発機能との連携を強化することで競
合他社との差別化を図っている。本稿では、 FRIの全体を鳥瞰

かん

して、その特徴と機能、
および主なコンサルティングサービス内容などについて紹介する。
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富士通総研（FRI）のコンサルティングサービス
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総括論文

ま　え　が　き

富士通総研（FRI）は、1986年に経営に役立つ
先進的ITシステムの研究のために、「富士通システ
ム総研」として創設された。その後、ITビジネス
における上流の重要性の認識と当時の戦略情報シ
ステム（SIS）企画立案の要請の高まりと相まって、
コンサルティング部門を設立した。さらに1996年
には経済研究所の活動を開始して名実ともにシン
クタンクとして業容を整え、同時に社名を「富士
通総研」に変更した。経済研究所は国内外の研究
機関とも連携しつつ、多彩なエコノミスト集団に
よって広く社会に政策提言を行ってきた。その斬
新かつ具体性に富む提言は、政府官界・経済界に
おいて高く評価されている。
コンサルティング事業部門は製造・流通・金融・
公共などの業種分野において、IT関連の知識と経
営・業務のノウハウの融合を目指し、ビジネスコ
ンサルティングでの実績を積んできた。同時にコ
ンサルティング技法の開発、さらに人材開発やプ
ロフェッショナル制度開発において富士通グルー
プの先導役として活動してきた。
こうした中、企業環境は大きく変化し、少子化、
高齢化などの要因も相まって、日本経済はますま
す成熟し、縮小していくことが懸念されている。
また、世界規模での資源・エネルギー、食糧、人
材の獲得競争が激化し、アジアに加えてBRICs、
VISTAなど新興市場への進出が加速、日本の企業
はグローバルな競争環境にさらされている。この
厳しい環境下において、企業、行政がその経営を
維持拡大させていくためには、たゆまぬ経営革新
を起こしていく必要がある。現在の仕事のやり方
を変えたり、新しいサービスを提供したり、新商
品の創造や、新しいマーケットの開拓、教育の革
新などを効率的かつ迅速に進めていかなければ、
日本の企業は生き残れない。企業や行政の経営課
題解決には、経営の観点からの企画力と、それを
実現させるITの戦略的活用がますます重要になっ
てきている。
このようなニーズを汲

く

み取り、2007年4月に、
ITを強みとする富士通のコンサルティング事業本
部と、FRIが統合し、「新生FRI」としての再出発
を果たした。これにより、独立企業体としての中

立性と経営のスピードアップを図るとともに、経
済・社会の潮流を踏まえて、「経営・業務」と「IT」
に強いコンサルティングを目指していく。

FRI の目指す姿

FRIは、「信頼される喜び、創造へのたゆまぬ挑
戦を原点として、お客様の成長と社会の発展に寄
与する」ことを目指していく。私たちの目指す「理
想的な姿」は日本経営品質賞（JQA）の推進する“経
営品質を高める4つの視点”でとらえると下記のよ
うになる。
【顧客本位の視点】

お客様の経営・事業・政策の課題を多様な切り
口から見極め、斬新かつ実現可能な方策を提言・
提案し、成長と発展に貢献します。
【社員重視の視点】

社員が常に能力を高め、個性豊かなプロフェッ
ショナルとして成長する場を提供するとともに、
自らの成長と喜びを実感でき、常に新しい目標に
挑戦する自由闊

かっ

達な組織風土を実現します。
【独自能力の視点】

コンサルタントとエコノミストの連携、グロー
バルな富士通グループとの相乗効果によって、新
たな価値の創造に努めます。
【社会との調和の視点】

信頼されるパートナとしてお客様の成長や社会
の発展に貢献することによって、企業価値の向上
と成長を追求します。

FRI の特徴

（1）経営コンサルティングの強化
日本の社会・経済および企業の経営環境が低迷
する中、各企業および組織・団体は、経営革新、
グローバル市場への拡大など、経営そのものを変
革しないと生き残れない時代になってきている。
グローバル対応を含めたコンサルティング要請は
多く、お客様は経営そのものの革新につながるビ
ジネスソリューションを求めている。このニーズ
に応えるために経済研究所を中心に、経済・社会・
産業・生活などの潮流を先取りし、日本と海外の
動向を鳥瞰

かん

する。このシンクタンクのノウハウを
ベースに、経営コンサルティング機能との連携に
より、高い企画力と、継続的に改善を行っていく
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経営基盤の構築、攻めの経営や行政改革につなが
る新しいビジネスモデルの提案、新規事業の企画
提案などを提供する。
（2）経営とITの一体化を強力に推進するコンサル
ティングサービス
お客様の経営課題を素早く、かつ効率的に解決
していくためには、ITの戦略的な活用がますます
重要になる。また、これまでにない競争力のある
新しいビジネスモデルを実現させるためには、IT
の活用が不可欠である。FRIでは、経営戦略や事
業戦略からITソリューションにつなぐコンサル
ティングサービス、あるいは具体的な業務要件を
システム化要件に結びつけていく上流のコンサル
ティングサービスの実績も多い。これにより、経
営や業務で描いた企画を具現化することができる。
（3）富士通グループの総合力による、より効果的
かつ高品質なコンサルティングを提供
図-1に示すように、富士通のITサービスおよび
富士通研究所の先端技術、また、欧州の富士通サー
ビス（FS）、北米の富士通コンサルティング（FC）
などのグローバルな活動や富士通グループにおけ
る各種のノウハウを結集し、富士通グループの総
合力によって、お客様の経営課題の解決を図って
いる。また、富士通グループが自ら実践した経験

をリファレンスモデルとして提供することで、お
客様に対して効率的、かつ効果的なコンサルティ
ングサービスを提供することができる。

FRIは、コンサルティング、研究開発、経済研
究の三つの機能を有している。
以下にそれぞれの機能の概要を述べる。

コンサルティング機能

（1）コンサルティングサービス
多様化するお客様の経営課題に対応するため、
図-2に示すように、サービス系と業種をクロスさ
せたプロフェッショナルなコンサルティングサー
ビスを提供している。
サービス系のコンサルティングには、ビジネス・
トランスフォーメーション、プロセス・イノベー
ション、ビジネス・クリエーション、ビジネス・
アシュアランスの四つがある。この四つのサービ
ス系は業種共通にニーズがあり、それぞれの分野
のノウハウを蓄積し専門性を追求したサービスを
提供している。
ビジネス・トランスフォーメーションは企業や
行政における経営改革や、行政改革などの事業構
造を変革させるコンサルティングサービスである。
これを実現させる具体的なコンサルティングとし

図-1　富士通グループの総合力の活用
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Process Innovation
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セグメント別営業改革

効率化を追求するBPR※3 や、
顧客起点のプロセス改革を実現

CSRへの対応とリスクマネジメントに
より経営基盤を強化

先進的な IT・サービスを駆使した
新規事業創出を支援

企業・行政の経営改革や、
事業構造の変革をサポート

内部統制（J-SOX） 事業継続（BCM）
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経営管理
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※1 EA：Enterprise Architecture（エンタープライズ・アーキテクチャー）
※2 NGN：Next Generation Network（ネクスト・ジェネレーション・ネットワーク）

※3 BPR：Business Process Re-engineering（ビジネスプロセス・リエンジニアリング）
※4 SCM：Supply Chain Management（サプライチェーン・マネジメント）

て経営戦略策定や事業戦略策定、マーケティング
戦略、情報戦略策定などがある。
プロセス・イノベーションは、仕事のやり方
を変える、いわゆるBPR（Business Process 
Reengineering）による効率追求型の改革に加
え、最近ではお客様起点のプロセス改革が重要に
なっている。具体的なものとしてSCM（Supply 
Chain Management）、CRM（Customer 
Relationship Management）、組織・人材戦略
などが挙げられる。
ビジネス・クリエーションは、新規に事業を創
出したり、事業を拡大させるサービスであり、具
体的にはITの先進技術を適用してこれまでにはな
い新しいビジネスモデルを策定する新規事業企画
が挙げられる。
ビジネス・アシュアランスは、社会的責任の履
行とリスクマネジメントによる経営基盤を強化し
ていくサービスであり、近年、ERM （Enterprise 
Risk Management）として注目を集めている。
ERMとは、企業や行政の経営する活動すべてのリ
スクに関して、統合的、戦略的に現状分析し改善
を行い、価値最大化を図るリスクマネジメントで
ある。具体的には2008年度より義務付けされる内
部統制や事業継続、情報セキュリティなどがある。

以上のサービス系のコンサルティングサービス
とともに、業種別のコンサルティングサービスを
提供している。主な業種として、金融/産業/流通
/公共/情報・通信/エネルギーの分野がある。一例
を挙げると、金融業では、新型融資の戦略策定や、
デリバリー・チャネルの戦略策定、産業であれば
サプライチェーン革新や、設計業務改革などのも
のづくり革新、流通業では、生活者へのマルチチャ
ネル戦略策定や物流改革、公共では、行政改革や
最適化基本計画策定といった業種特有のコンサル
ティングサービスを提供している。また、FRIでは、
業界・地域に貢献するコンサルティングを数多く
手掛けている。
（2）コンサルティングサービスを支える技法
富士通とFRIが共同で、1993年にシステム企画
技法“SCOPE/Method”を開発し、その後、数
百に及ぶ実績を得て、改良を重ね、2005年に富士
通独自のコンサルティング知識体系“CONPAM”
を開発し、提供している。C-NAPⅡやEPGⅡ、
SDEM21、ならびに、FCが保有するBR（Benefi ts 
Realization）や、世の中で普及しているBSC
（Balanced Score Card） やEA（Enterprise 
Architecture）などのコンサルティング技法およ
び、これまでの実践ノウハウが統合化されている。

図-2　コンサルティングサービス
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この技法を適用することで、コンサルティングの
効率性と品質向上に努めている。
（3）コンサルタント育成
富士通グループのプロフェショナル認定制度で
あるFCP（Fujitsu Certified Professional）に
おいて、グループの先陣を切ってコンサルタント
の「キャリアフレームワーク」を開発し、人材育
成に取り組んでいる。この制度はコンサルティン
グの実績と、論文および面接により、資格を認定
するものであり、上位レベルのP3（プリンシパル
コンサルタント）から、P2（シニアマネージング
コンサルタント）、P1（マネージングコンサルタン
ト）の3段階を設定している。また、前述したコン
サルティング知識体系CONPAMのコンサルティ
ングノウハウの標準化と、各個人の能力開発を合
わせて、教育とOJTの実施により、「個人」と「組
織」の能力を高めている。このほかにも外部の公
的な資格取得にも積極的に取り組んでいる。例え
ば、BCP（事業継続）分野でのグローバルな認定
制度であるDRII資格では、日本での50名の取得者
のうち、FRIをはじめとする富士通グループが44
名を占めている。

研　究　開　発

研究開発部門は、社会科学・自然科学の様々な
分野の新しい技術、理論、最新のITを活用して複
雑化・多様化・大規模化する経営の課題を合理的
に解決する手段を提供している。主たる研究分野
として以下の3分野がある。
（1）ファイナンシャルエンジニアリング
・ マーケット、クレジット、オペレーショナルなど
の金融リスク管理

・企業の財務リスクの定量的な把握
・金融資産の価値の評価
（2）ロジスティクスエンジニアリング
・グローバル・マルチモーダル配送のコストおよび
環境負荷の最適化

・消費者参加型の環境ビジネスモデルの提案
・生産スケジュール立案の自動化
・医薬物流など
（3）マネジメントサイエンス
・ビジネスのモデリング、可視化

・ サービス・イノベーションにおける価値の可視化、
バリュープライシングなど。

経済研究所

経済研究所は、中長期の視点で、社会・経済・
産業の動向を分析し、未来に向けた政策提言を行
う。また、コンサルティング部門・研究開発部門
と一体となり、トータルソリューション構築の一
翼を担っている。
経済研究所では以下の3分野を主たる研究分野と
位置付けて活動を続けており、多くの成果を生み
出している。
（1）ITの高度化に対応した生活や産業活動のあり方
・ Web2.0、SaaS、クラウドコンピューティング
などのIT新分野の動向と影響

・サービス・イノベーションの研究
・インフォミディアリーの動向など
（2）日本社会の新たな構造改革の分析
・「根拠に基づく医療（EBM）」の推進と医療費削
減に向けたレセプトデータの活用

・地球温暖化対策におけるグリーンITのあり方や
代替エネルギーの利用促進

・少子高齢化社会での雇用、住宅、労働環境の多様
化にかかわる問題分析など

（3）グローバル化の進展と日本への影響
・中国成長の制約条件、五輪以降の中国経済の動向
・アジア経済の行方と日本経済への影響
・BRICsの動向分析など
以上の研究成果を研究レポート（年約30編）や
書籍として発刊するとともに、特別企画コンファ
レンスや世界セミナなどの各種セミナを通して情
報発信している。

む　　す　　び

今後、日本の企業が競争力を高め、豊かで安心・
安全な日本の生活社会を築き上げていくためには、
企業や行政の経営改革を行い、着実に実現させて
いくことが必要であり、そのサポート役としての
「コンサルティング」の重要性は今後ますます高く
なる。

FRIは政策提言とコンサルティング事業を通じ
て、お客様に高い価値を提供していく。




